
貸 借 対 照 表
（令和３年３月３１日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 １，３６９，６６０ 流 動 負 債 ２，７３５，５９６

現 金 及 び 預 金 ２８，４５２ 買 掛 金 ２０３，７３６

売 掛 金 ５１７，９８４ １３３，６００1年以内返済長期借入金

未 収 入 金 ３５３，９３４ リ ー ス 債 務 １０４，５０２

未 収 還 付 法 人 税 ２８，３１６ 未 払 金 １９５，８０３

短 期 貸 付 金 ３３５，４０５ 未 払 費 用 ４２，３７１

商 品 １，０８１ 未 払 法 人 税 等 ２２，６０２

貯 蔵 品 ５０，０５１ 未 払 消 費 税 等 ３４，７５６

前 払 費 用 ４６，６０５ 賞 与 引 当 金 ２７３，３１６

そ の 他 流 動 資 産 ７，８２８ 預 り 金 ５９，２８０

前 受 金 ７９５，６１９

２０４，１３３1年以内返済預り保証金
固 定 資 産 １４，２４６，５５７

６５９，４１６圧縮未決算特別勘定
有 形 固 定 資 産 １３，０４６，５２０

そ の 他 流 動 負 債 ６，４５５
建 物 ４，１３１，８９２

構 築 物 ９５，２０２ 固 定 負 債 ２，８７１，１８１

機 械 装 置 ９１，５８７ 長 期 借 入 金 ４３５，８００

車両及び運搬具 ３，２８３，８７１ リ ー ス 債 務 ２５７，１７３

工 具 器 具 備 品 ７５，１１５ ７４，１３５役員退職慰労引当金

土 地 ５，０２４，５８６ 退 職 給 付 引 当 金 １，６２９，４４０

リ ー ス 資 産 ３３６，９７２ 預 り 敷 金 ４７４，６３２

建 設 仮 勘 定 ７，２９２

負 債 合 計 ５，６０６，７７７
無 形 固 定 資 産 ５４，３８８

純 資 産 の 部
水道施設利用権 １，９０６

株 主 資 本 １０，００９，４４０
ソ フ ト ウ ェ ア ５２，４８１

資 本 金 ３，０００，０００

投資その他の資産 １，１４５，６４８ 資 本 剰 余 金 ３，０５０，０００

出 資 金 ３，７１６ 資 本 準 備 金 ３，０００，０００

匿名組合出資金 ５００，０００ その他資本剰余金 ５０，０００

差 入 保 証 金 ５，１４６ 利 益 剰 余 金 ３，９５９，４４０

長 期 前 払 費 用 ５９０ その他利益剰余金 ３，９５９，４４０

繰 延 税 金 資 産 ６１２，１６２ 別 途 積 立 金 １，０００，０００

そ の 他 投 資 ２４，０３３ 繰越利益剰余金 ２，９５９，４４０

純 資 産 合 計 １０，００９，４４０

資 産 合 計 １５，６１６，２１７ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 １５，６１６，２１７
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損 益 計 算 書
令和 ２年 ４月 １日から

令和 ３年 ３月３１日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 ７，４５９，９８０

売 上 原 価 ７，３３６，３３３

売 上 総 利 益 １２３，６４６

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ７９０，８５９

営 業 利 益 △ ６６７，２１２

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ３６６

助 成 金 等 １１７，５１８

匿 名 組 合 投 資 利 益 ８０，６７０

物 品 売 却 益 １，９９１

そ の 他 営 業 外 収 益 ２１，０５１ ２２１，５９８

営 業 外 費 用

支 払 利 息 １７，２６０

そ の 他 営 業 外 費 用 ３１２ １７，５７２

経 常 利 益 △ ４６３，１８７

特 別 利 益

補 助 金 等 ２６，５００

圧縮未決算特別勘定戻入額 ３９，１９１

固 定 資 産 売 却 益 ４，０２４ ６９，７１７

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 ６５，２９１

固 定 資 産 除 却 損 等 １２，２６２ ７７，５５４

税 引 前 当 期 純 利 益 △ ４７１，０２４

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ８，４２９

法 人 税 等 調 整 額 △ １，１０２ ７，３２６

当 期 純 利 益 △ ４７８，３５１
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個 別 注 記 表
令和 ２年 ４月 １日から

令和 ３年 ３月３１日まで

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 時価のないもの …… 移動平均法による原価法

２ 資産の評価基準及び評価方法

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

貸借対照表価額は、原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

①貯蔵品のうちバス給油地下タンクの軽油及び灯油 … 総平均法による原価法

②上記以外の貯蔵品及び商品 ……………… 最終仕入原価法

（２）匿名組合出資金の会計処理

匿名組合出資を行うに際して、匿名組合の財産の持分相当額を匿名組合への出資時に「匿名組合

出資金」として計上しております。

なお、匿名組合出資金については、組合契約に規定される決算日に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

３ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産

・建物、建物附属設備、車両及び運搬具並びに平成28年4月1日以降に取得した構築物

……………… 主として定額法

・その他 ……………… 定率法

なお、少額減価償却資産（１０万円以上２０万円未満）は、一括して３年間で均等償却す

る方法を採用しております。

②リース資産 ……………… 残存価額を零とするリース期間定額法

なお、主なリース期間は５年です。

（２）無形固定資産 ……………… 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

４ 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度の計上はありません。

（２）賞与引当金

従業員賞与の支給にあてるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業
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年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（４）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

５ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（２）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１ 担保に供している資産

（１）イオン㈱から預かった敷金及び建設協力金を担保するため、当社が保有する土地及び建物に極度

額３，５３２，５１５千円の根抵当権を登記しております。

（２）担保に供している固定資産

土 地 １，２７３，９１７千円

建 物 ２，４５４，２６３千円

構 築 物 ２０，２３７千円

工具器具備品 ２，５５０千円

合 計 ３，７５０，９６８千円

（３）担保権によって担保されている債務

敷 金 ４５０，０００千円

保 証 金 ２０５，５０１千円

合 計 ６５５，５０１千円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 １１，２４３，７１１千円

３ 圧縮記帳

（１）国庫補助金等により固定資産の取得価額から直接減額されている圧縮記帳累計額

１，５４３，９４４千円

（２）当期において、国庫補助金等により固定資産の取得価額から直接減額された圧縮記帳額

６５，２９１千円

（３）圧縮未決算特別勘定

今後取得を予定している固定資産に対する圧縮見込相当額について計上しており、残高は

６５９，４１６千円であります。

４ 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 ６０，０８８千円

短期金銭債務 ２７，６２２千円

Ⅲ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、減価償却限度超過額、退職給付引当金の否認等でありま

す。
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Ⅳ 関連当事者との取引に関する注記

親会社の子会社（兄弟会社）

属 性 会社等 議決権等の所有 関連当事者 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高
の名称 （被所有）割合 との関係 （千円） （千円）

335,405親 会 社 ㈱北海道ジ ＣＭＳ基本契 資金の貸付 － 短期貸付金

の 子 会 ェイ・アー － 約書の締結
社 ル商事 資金の借入 －(注2) 63,076 短期借入金

(注1)
利息の支払 － －(注2) 4,434

133,600設備投資に係る － 長期借入金

(1年内返済)借入
(注3)

435,800－ 長期借入金

595 184利息の支払 (注3) 未払利息

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 当社ではグループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・システム（以下CMS）に

参加しており、㈱北海道ジェイ・アール商事が当該システム統括会社となっております。

（注２） 資金の借入に関し、取引金額は日常反復的に発生するため、期中平均残高を記載しております。

なお、利息についてはＣＭＳ基本契約書によっております。

（注３） 本社併設整備センター及び様似社宅建設資金調達のための長期借入金であり、金利については、

市場の実勢相場に基づき合理的に決定しております。

（注４） 取引金額、期末残高には消費税等を含めておりません。

Ⅴ 一株当たり情報に関する注記

１ 一株当たりの純資産額 １６６，８２４円００銭

２ 一株当たりの当期純利益 △ ７，９７２円５２銭

Ⅵ その他の注記

１ 金額単位に関する事項

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載されている金額は、千円未満

を切り捨てて表示しております。

２ 税効果会計に関する事項

「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い （企業会計基」

準委員会実務対応報告第３９号 令和２年３月３１日）を適用し改正前の税法の規定に基づき、繰延税

金資産・繰延税金負債を算出しております。


